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■本日ご議論いただきたい領域
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を支える
環境づくり

新たな電力
システム

前提となる考え方

他エリアとの条件
不利を是正

⇒NWコストの格差
解消などに向けた
国への働きかけ

新たな環境・
エネルギー
ビジネスの育成

⇒新技術の活用

新たな電力
システムへの
対応

○ 北本連系や地内系統の増強

○ 既存系統の有効活用や地域MG技術の活用

○ NWの安定化に資する小規模安定電源の優先接続

○ デジタル技術（VPP、DR）の活用

検 討 の 視 点

基
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査
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を
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新エネ・省エネ促進行動計画策定検討に反映

懇話 会 に お け る 検 討 内 容

多
様
な
構
成

CO2フリーの
ポテンシャル
を活かす

新エネの
最大限活用

地域で活用

⇒新エネの多様
な自立モデル
の実証、実践
の地へ

全国大で活用

⇒新エネの本州
への移出

需給一体型
の新エネ活用
促進

○ 家庭、大口需要家、地域（地産地消）での活用

○ 省エネの加速化

○ 豊富な資源を活用した自立モデルの実証、実践

○ 洋上風力などポテンシャルを競争力ある電源として活用

○ 水素の有効活用

エネルギー
基地としての
北海道



■本懇話会で検討いただきたい内容 (第１回エネルギー懇話会の資料から)

◇需給一体型の新エネ活用促進（家庭・大口需要家・地域）
〇課題等

・エネルギー需給構造が大幅に変化している。
～太陽光コストの急激な低下、デジタル化の発展、電力自由化、ESG投資等

・ FIT制度からの脱却の動きが始まっている。
～制度の抜本的見直し、太陽光発電の買取終了

・分散型電源も柔軟に活用する新たな電力システムへの変化が生じている。
～電力供給の担い手と需要家側ニーズの多様化

・CO2削減に向け、更なる省エネが必要となっている。
～省エネ法改正（事業者の連携による取組の評価）

〇本懇話会で検討いただきたい内容

・需要と供給が一体となった取組について、北海道における適用可否を検討することで、系統制約

や、レジリエンス強化、地域活性化につなげることができるのではないか。

・需給一体型新エネ活用モデルの検討にあたっては、国の検討を踏まえ、「家庭」「大口需要家」
「地域（地産地消）」について、各々検討するべきではないか。

・新エネ導入を、省エネ法の報告データとして活用をすることを検討することで、更なる新エネ

導入やCO2削減が図られるのではないか。 など
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■需給一体型の新エネ活用の意義
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 電力システム改革や新エネルギーの導入拡大によって、電力供給の担い手と需要家側のニーズ
が多様化し、大規模電源と需要地を系統でつなぐ従来の電力システムから分散型エネルギーリ
ソースも柔軟に活用し需要と供給が双方向化する新たな電力システムへと大きな変化が生まれ
つつある。また、省エネルギーについては、需要サイドの取組だけではなくエネルギーマネジ
メントの要素にもなっている。

 こうした中で、本道のポテンシャルを活かすうえで、自家消費や地域内系統による需要と供給
が一体となった新エネルギー活用を図ることが重要。

 また「需給一体型の新エネ活用」の推進は、省エネ・低炭素化はもとより、エネルギー地産地
消、経済合理的なエネルギー需給システムの構築、地域活性化、レジリエンスの強化など、単
なるエネルギーシステムにとどまらない意義が存在している。

 特に地域にとっては、エネルギーの地産地消による資源・エネルギーの地域内循環や持続可能
な地域開発、またエネルギー関連産業や新規雇用の創出、あるいは防災計画との協調による災
害時の地域住民・企業の活動継続など地域課題への貢献も含め、需給一体型の取組の促進によ
り期待される効果が大きい。

 このため、需給一体型の新エネ活用の促進について、その前提となる「省エネ」、また事業規
模ごと「家庭」「大口需要家」「地域」における考え方をご議論いただきたい。



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消））

○需給一体の取組に必要な視点の整理
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○ 新エネ施策懇話会（H30.1～3開催)における論点
～新エネルギー概況調査の結果から
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●省エネルギー

・市町村や事業者で、省エネ改修までつながっていない要因として、次のことが考えられる。

～省エネ機器導入による費用対効果等の情報提供が進んでいない

～施設・建物毎に対応方法とその効果が異なる

・電気や熱の「見える化」も、効果的な省エネ対策となる。



◇北海道の省エネルギー実績
●道内の省エネ実績は、省エネ新エネ促進行動計画の令和２年度目標に対し、

家庭部門、運輸部門の達成率が低くなっており、これらの部門の取組の強化が必要。

H22年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 目 標

基準年A 実績 実績 実績 実績 実績B H32年度C

H32

目標

C-A

実績

B-A

H32

目標

達成率

産業部門 GJ/百万円 46.4 43.8 42.1 36.3 39.9 41.1 42.0 -4.4 -5.3 102.2%

家庭部門 GJ/人 28.0 28.5 26.6 29.4 27.4 29.0 24.1 -3.9 1.0 83.1%

業務部門 GJ/㎡ 3.6 3.3 3.4 3.4 3.4 3.3 3.3 -0.3 -0.3 100.0%

運輸部門 GJ/台 56.8 59.0 59.0 60.2 57.6 57.0 46.6 -10.2 0.2 81.8%

人口１人当たり家庭部門エネルギー
消費量

業務床面積１㎡当たり業務部門エ
ネルギー消費量

自動車保有台数１台当たり運輸部
門エネルギー消費量

区分
エネルギー

消費原単位指標
単位

基準年に対する増減

(農業粗生産額＋漁獲高＋製造品
出荷額)当たり産業部門エネルギー
消費量(2011年基準：実質値）

○省エネの加速化 （道内の現状）
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○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇国の動向

 国では、建築物（住宅）について「2020年までに新築公共建築物等（標準的新築住宅）でZEB

（ZEH）を実現、2030年までに新築建築物（新築住宅）の平均でZEB（ZEH）を実現」を目指し

ている。

(H30.7「第5次エネルギー基本計画」)
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＜ZEB概念図＞

年間で消費する建築物のエネルギー量が正味ゼロを目指す
年間で消費する住宅のエネルギー量が正味ゼロを目指す

＜ZEH概念図＞

https://www.google.com/imgres?imgurl=http://www.ene-supporter.jp/_p/acre/11061/images/pc/smart_phone_de0e5d19.jpg&imgrefurl=http://www.ene-supporter.jp/15133200773426&docid=mlUCrpqpBYgG2M&tbnid=C2vK3kU-ajPvuM:&vet=10ahUKEwjgn_KD-9nlAhWBbN4KHVWDBRgQMwhKKAUwBQ..i&w=540&h=286&client=firefox-b-d&bih=787&biw=1602&q=ZEB%E3%81%A8%E3%81%AF&ved=0ahUKEwjgn_KD-9nlAhWBbN4KHVWDBRgQMwhKKAUwBQ&iact=mrc&uact=8
https://www.google.com/imgres?imgurl=http://www.ene-supporter.jp/_p/acre/11061/images/pc/smart_phone_de0e5d19.jpg&imgrefurl=http://www.ene-supporter.jp/15133200773426&docid=mlUCrpqpBYgG2M&tbnid=C2vK3kU-ajPvuM:&vet=10ahUKEwjgn_KD-9nlAhWBbN4KHVWDBRgQMwhKKAUwBQ..i&w=540&h=286&client=firefox-b-d&bih=787&biw=1602&q=ZEB%E3%81%A8%E3%81%AF&ved=0ahUKEwjgn_KD-9nlAhWBbN4KHVWDBRgQMwhKKAUwBQ&iact=mrc&uact=8


○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇道内の実例（民間事業者）
 （株）アリガプランニング社屋（札幌市）は、本道初のZEBを達成。
（北海道省エネ・新エネ促進大賞 省エネ部門大賞受賞）
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（株）アリガプランニング
ZEBリーディングオーナーより



○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇道内の実例（公共施設）
 美幌町において、道内市町村庁舎としては初のZEB Ready(省エネ効果50%以上)の令和３年
度完成を目指している。

 寒暖の差が激しい地域であり、この条件で実現できれば、他地域への波及が期待される。
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【美幌町庁舎におけるZEB化の課題と解決策】

• 美幌町は夏は暑く冬は寒く、北海道の中でも厳しい気象条件である。この
条件でZEB化が実現できれば道内の他地域への普及にもつながることが期
待される。

• 寒冷地でのZEB化には課題もあったが、基本設計段階で複数のパターンを
シミュレーションし、可能と判断。

• ZEB Readyを計画
しているが、将来的
には太陽光発電を
導入することで
Nearly ZEBの達成
を目指している。

• EHPを導入すると計算値上は数字がよくなったが、寒冷地の建物で、直接
外気を熱源としたEHPだけで暖冷房するのみでは寒くなる懸念があったた
め、熱交換器と電気式ヒートポンプとボイラーを外調機に組み込み、外気
を温めてから、EHP、地中熱HPによる暖房を行っている。

ZEB
（PV等で創エネし、
正味100％以上省エネ）

Nearly ZEB
（PV等で創エネし、
正味75％以上省エネ）

ZEB Ready
（50％以上省エネ）

美幌町、公共建築物のZEB化実現に関する
意見交換会報告（ 環境省） より



○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇道内の動向
 冷暖房が可能な寒冷地対応エアコンが普及している。
 暖房や給湯のエネルギー消費が多い本道では住宅用HEMS導入による管理が効果的ではないか。
 高気密・高断熱住宅技術の開発など、積雪寒冷の地域特性を克服する取組が、省エネの拡大や
新たなビジネスチャンスにつながる可能性があるのではないか。

北海道ガスWEBサイトより 北海道電力WEBサイトより 10



○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇課題（積雪寒冷地）
 暖房のエネルギー消費が大きいため、冬季間の省エネ対策が効果的ではないか。
【外気の温度差比較例】北海道の冬暖房（外気-5度･室内22℃／差27℃）＞関東の夏冷房（外気30度･室内22度／差8℃）

 積雪荷重や外皮性能（断熱など）向上のため建築コストが高い。
 積雪寒冷の気候条件は、ZEBの達成に不利。
【ZEB Ready以上 全国202施設 北海道５施設】（平成30年4月）
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事務所用途の施設全体のエネル
ギー消費量のうち、空調に占め
る割合は40～50%程度であり、
空調に要するエネルギー消費割
合が多い

北海道内の官庁施設における空
調に要する年間エネルギー消費
のうち、暖房の占める割合は約
80%と大幅に大きい

事務所の用途別エネルギー割合 道内と道外の公共施設の冷暖房エネルギー消費比率の例

積雪寒冷地の公共建築物におけるＺ
ＥＢの推進について（北海道開発局）、
省エネルギーセンターホームページよ
り



○省エネの加速化 （建築物・住宅）

◇課題（施設管理）
 設備導入(ハード)だけではなく見える化や最適制御などの運用改善（ソフト）の取組が必要ではないか。
 運用改善（ソフト）には施設の管理に関してノウハウの蓄積や人材教育が重要ではないか。
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運用改善とEMSの連携については、現時点の文献・報告書調
査ではイメージ的な紹介が多い。

実際に実施しているところへヒアリング→第4回または勉強会
講師として説明ができないか

日立製作所 BEMSイメージ 運用改善への機能例（ホームページより）

デマンドや計量監視に
より見える化、過去実
績との比較分析などに
より電力量の低減

エネルギー需給
予測（イベント
・気象）による
適切な設備運転
計画による省エネ

グループ単位・一括など
調光制御やスケジュール
制御による省エネ

エネルギー需給予測
や収集データによる
適正運転制御
(台数･温度･流量等)



○省エネの加速化 （運輸部門）

◇国の動向

 国では、自動車の更なる省エネ化に向けて「2030年までに次世代自動車の新車販売に占める割合

を5割から7割」を目指すための対策が進められている。(H30.7「第5次エネルギー基本計画」)

13

＜日本の次世代自動車の普及目標と現状＞



○省エネの加速化 （運輸部門）
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◇課題
 本道は、都市間距離が長く、また、その移動手段として自動車への依存度が高い。
 このため、本道の運輸部門のCO2排出割合は全国に比べて高い状況。

◇道内での実例
 ハード面：環境負荷の少ない次世代自動車のシェア拡大と必要なインフラ整備の推進
 ソフト面：輸送手段のモード転換の推進やエコドライブの実践

北海道と全国の二酸化炭素排出量の構成比 札幌市の次世代自動車の普及状況

「北海道の温室効果ガス排出量について」［2015(H27)年度の状況］（北海道環境生活部）から

次世代自動車の普及（札幌市）から



○省エネの加速化 （新エネとの連携）

◇新たなZEHモデル
 FIT買取期間を終えた住宅用太陽光発電の自家消費をZEHで活用することで、新たな省エネの取組
拡大が期待できるのではないか。

 ZEHの余剰電力を住宅間で融通することや、EVバス・EVトラックで利用することで、地域全体で
省エネを拡大していくことができるのではないか。
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省エネルギー小委員会資料「省エ
ネ政策の進捗と今後の方性」
資源エネルギー庁



○省エネの加速化 （新エネとの連携）

◇国の動向
 再エネ自家消費を省エネ制度の取組として活用することを検討。

※事業者PVから従業員通勤用EVへの給電を省エネ制度の取組として評価することで
新エネ電気の自家消費拡大につなげる など
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再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第16回
資料（資源エネルギー庁）



○省エネの加速化 （新エネとの連携）
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◇新エネと省エネの連携
 CO2削減の観点から、可能な限り省エネを進めた上で、新エネを最大限活用することが必要ではないか。
 北海道で消費が多い暖房や給湯については、新エネの熱利用（地中熱・温泉熱等）も有効ではないか。

従来建築 省エネ建築

省
エ
ネ

消費エネ

時間

熱負荷

地中熱ヒートポンプ
木質ボイラー など

高効率ヒートポンプ
ガスコジェネ など

ベース部分を再エネで賄い、
稼働率向上・初期投資を削減

変動に強い再エネや安価な
従来ボイラーなどで賄う

LED化、運用改善などに
よる省エネ（全国共通）

熱エネ
熱エネ

外皮改修など

ベース熱負荷

変動熱負荷

熱（暖房・給湯）エネルギーの削減やCO2削減が課題
→熱エネルギーを（無理に）すべて新エネ（地中熱HPなど）で負担すると、
イニシャルコストが増加し、また設備稼働率の観点で低効率化する可能性もある。



○省エネの加速化
◇今後の検討に向けた考え方
○建築物・住宅

⇒ ZEBやZEHの普及拡大に向けた取組が必要ではないか。
～寒冷地対応設備の導入やエネルギーの見える化の活用
～設備の運用改善に向けたノウハウ蓄積や人材育成

○運輸部門
⇒ 次世代自動車の普及促進と必要なインフラ整備の推進、輸送手段のモード転換の推進やエ
コドライブの実践などについて、引き続き、取り組むべきではないか。

○新エネとの連携
⇒ 可能な限りの省エネ推進と最大限の新エネ活用が地球温暖化対策としても必要。
⇒ 新エネの熱利用と省エネの連携が必要ではないか。
⇒ 卒ＦＩＴ太陽光発電を有効活用すべきではないか。
⇒ ＺＥＨの余剰電力を住宅間で融通することや、EVバス・EVトラックで利用することで、
地域全体で省エネを拡大していくことができるのではないか。

⇒ 省エネ制度において、再エネの活用を省エネ取組として勘案するなどの動きがある中で、
北海道においてもその実現によってインセンティブが働くのではないか。

○北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒ 高気密・高断熱住宅技術の開発など、積雪・寒冷といった地域特性を克服するための
取組が、省エネの拡大や新たなビジネスチャンスにつながる可能性があるのではないか。 18



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消））

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理
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●新エネの導入について

・市町村、事業者とも、新エネの導入目的として「地産地消」や「CO2の削減」が多いが、

こうした理由は、導入のきっかけにはなるが、本格的かつ継続的な導入拡大につながっていな

いことも考えられる。

・電力については、ネットワークの強化はコストも必要となるので、既存設備の有効活用や、

ネットワークに依らない新エネ活用方策の検討が求められる。

・熱利用については、運転状況と設備のミスマッチも見受けられることから、施設の熱需要を

的確に把握することも必要となる。

・導入を促進していくためには、目的の付与が必要となることから、今後は、売電以外にも、

需給両面で新たなインセンティブを創出していくことが必要。

・特に、テナントの入居者など、自らの意向だけでは、新エネの導入が困難な事業者等もある

ことから、環境価値の活用なども有効となる。

○ 新エネ施策懇話会（H30.1～3開催)における論点

～新エネルギー概況調査の結果から
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●貯蓄型エネルギー（蓄電池、クリーンエネルギー自動車など）について
・蓄電池やEV等の貯蓄型エネルギーは、寒冷地という条件では性能が十分に期待できない状況
にあるため、全てを賄うことを前提としない議論が必要。
・HV、PHV、EVやFCVは、非常時の移動型電源としての活用など、多様な活用可能性がある。

●人材育成
・市町村における、新エネ導入の課題として「専門人材の不足」が多い。
・コーディネーターなども有効な施策ではあるが、やはり市町村における専門人材を育成してい
くことが必要。

●市民参加
・地域内での経済循環拡大のため、市民参加や出資を促すための検討も必要。
・市民参加によって新エネを加速化させる制度づくりも必要。

○ 新エネ施策懇話会（H30.1～3開催)における論点

～新エネルギー概況調査の結果から



○ 新エネ施策懇話会（H30.1～3開催)における論点
～新エネルギー概況調査の結果から

22

●大規模停電の教訓

・「大規模停電時に新エネが有効活用できなかった理由」として、次の回答が多かった。

～起動電力の確保ができなかった

～非常時の備えとして、新エネの活用は想定していなかった

・非常時に効果的に活用するためには、日常的に活用することが近道であり、好事例を広く周知

していくことが重要。

●エネルギー基地としての北海道
・北海道のポテンシャルは、地産地消を超えて、北本連系線を使い、本州に電力を送電する
ことで、全国規模でのエネルギー基地となりうる可能性がある。
・道内の広域地域で連系して、エネルギーの大消費地である都市部に、他の地域から新エネを
送り込むことで、中間地域を含め、広い地域で新エネを活用することも必要。



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消））

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理

23
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○需給一体型新エネ活用モデル （家庭）
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◇卒FIT太陽光発電の活用
 FIT買取期間を終えた住宅用太陽光発電の自家消費モデルが拡大しており、ZEHの活用により余剰電力
の活用の多様化が見込まれる。

 一方でユーザーが適切な判断をするための情報発信や普及啓発が必要ではないか。

北海道においても潜在的な卒FIT太陽光の
容量が多く想定される
（固定価格買取制度情報公表用ウェブサイトより作成）

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第14回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （家庭）
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◇災害時における新エネの自立運転機能
 災害などによる停電時に自立運転を行う機能を備えた住宅用太陽光発電等により、災害時にお
いても電力利用の継続が可能。

 災害対応の必要性の認識が高まる中、自立運転機能を備えた自家消費により需給一体型の新エ
ネ活用モデルは災害時にも効果的な活用が期待される。

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第10回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （家庭）
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◇家庭用暖房の脱炭素の加速化
 戸建、集合住宅それぞれで北海道の灯油消費は全国平均と比較して大幅に大きく、CO2排出量
削減の観点から、冬場の暖房需要の脱炭素の加速化が必要。

 需給一体の取組を推進するためには、家庭部門の消費構造の転換が図られることが必要ではな
いか。

地域別年間エネルギー消費構造（戸建） 地域別年間エネルギー消費構造（集合）

平成24年度エネルギー消費状況調査平成24年度エネルギー消費状況調査



○需給一体型新エネ活用モデル （家庭）

◇今後の検討に向けた考え方（家庭）

○家庭での適用
⇒ 家庭におけるの卒FIT太陽光発電の増加に伴い、自家消費モデルの拡大・多様化が見込まれる

ことから、効果的な活用を判断するための情報発信・普及啓発が必要ではないか。
⇒ 家庭でも災害など非常時にエネルギー供給を可能とするシステムへのニーズが高まる中、
自立運転機能を備えた自家消費により需給一体型新エネ活用モデルは災害時にも効果的に活
用できるのではないか。

○北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒ 積雪・寒冷といった地域特性を克服するための取組が、省エネと一体となった新エネの活用

につながる可能性があるのではないか。
⇒ 需給一体型のリソースの一つとして家庭での暖房需要の脱炭素の加速化が有効となるのでは

ないか。
⇒ 熱を中心とした新エネの活用を結び付けることも有効ではないか。（太陽光、地中熱、EV等
と、エアコン暖房、ヒートポンプ給湯などの組み合わせ）

27



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消））

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理

28



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）
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◇事業者に求められる気候変動対応
 気候変動対応への要求の高まりやESG投資などは、需給一体型の取組加速の契機となる。
・使用電力の100％再エネ由来を目指す企業で構成されるRE100の発足（例：コープさっぽろ）
・RE100は消費電力10GWh/年以上 → 中小企業版の「Re Action」が発足（2019.10）

【参加要件】
① 遅くとも2050年迄に使用電力を100%再エネに転換す
る目標を設定し、対外的に公表すること。

② 再エネ推進に関する政策エンゲージメントの実施
③ 消費電力量、再エネ率等の進捗を毎年報告すること

【RE100 コープさっぽろ目標達成のための宣伝内容】
 2040年までに事業活動で消費する電力を、100%再生可能
エネルギーにする

 中間目標として、2030年までに60%を再生可能エネルギー
にする



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）

30

◇再エネ価値の見える化の取組
 顧客に意識されやすい敷地内や屋根に新エネを多く設置し、具体的な再エネ比率などでもPRす
ることを意識した環境負荷低減の事例が民間企業でも増加。

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第16回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）
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◇ＰＰＡモデル
 電力の需要家がPPA事業者に敷地や屋根などのスペースを提供し、PPA事業者が発電設備を無償
設置及び運用・保守するモデル（PPAモデル）が導入されている。

 電力の需要家にとっては初期投資などのリスク軽減がなされる一方、交換・処分の自由度が低
く、譲渡後のメンテナンスなどを自社で行う必要がある。

事業者
→三菱UFJリース関連会社

千葉市イオンタウン湖南
（2019.12設置）

 電力の需要家がPPA事業者に敷地や屋根など
のスペースを提供し、PPA事業者が発電設備
を無償設置及び運用・保守

 PPA事業者は発電した電力の自家消費量を検
針・請求し、需要家側はその電気料金を支払
う

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第16回
資料（資源エネルギー庁）をもとに編
集



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）
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◇国の動向
 多数の事業所をもつ大口需要家の新エネ導入促進や、ZEB化のインセンティブとするため、
複数建築物の連携によるZEB達成を可能とする検討が進められてる。

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第10回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）
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◇道内での動向
 道内でもデータセンターへの再エネのオフサイト接続や、新エネ導入を企業イメージ向上に活
用する動きなどがある。

 需給一体型の新エネモデルの導入による本道の豊富な新エネ資源の活用は、立地を行う企業に
とってインセンティブとなるのではないか。

さくらインターネット(石狩市)京セラコミュニケーションシステム(石狩市)

◆石狩市に100％再エネで運営するゼロエミッション・データセンター
を建設し、太陽光・風力・バイオマス発電による電力供給とデータセ
ンターの電力需要の一体運用を行う日本初に取組。雪氷冷房も備える。

（京セラコミュニケーションシステム HPより）



○需給一体型新エネ活用モデル （大口需要家）

◇今後の検討に向けた考え方（大口需要家）

○大口需要家での適用
⇒ 気候変動対応への要求の高まりやESG投資などは、需給一体の取組を加速化させるのではな

いか。
⇒ 単純な自家消費のほか、再エネ価値の見える化、PPAモデル、複数のZEB化建築物の連携など、
新たなビジネスを活用した取組は、新エネの導入促進につながるのではないか。

○北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒ 再エネ比率などをPRする取組や、需要側の設備投資が軽減される取組などについて、道内の
需要家のニーズを掘り下げていくべきではないか。

⇒ 北海道の豊富なエネルギー資源を、企業イメージの向上に活用する動きを促していくべきで
はないか。

34



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消） ）

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理
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○需給一体型新エネ活用モデル （地域）

◇地域マイクログリッドの活用事例①（宮城県東松島市、鹿児島県日置市）
 それぞれ複数の需要家を自営線で接続している。
 イニシャルコストにおける課題はあり、事業としての収益に課題がある。
 付加価値や運用上の課題などについて調査を進めていく。

日置市
2箇所のエリアを構築。LPガスコ
ジェネによる熱供給を一部実施

 東松島市と積水ハウスの共同事業（HOPE東松島新電力との連携）
 ローカルグッド支援機構による事業化支援や継続的な人材教育が重要。
 需給管理業務を3人の地元雇用で実施。地域新電力で需給管理を自前で行う例は少ない。

36



○需給一体型新エネ活用モデル （地域）
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◇地域マイクログリッドの活用事例②（鹿追町）
 それぞれ複数の需要家を自営線で接続する計画（設計段階）。
 重要となるエネルギーマネジメント事業者の体制構築をどのように行う予定なのか、既存のバ
イオガスプラントとの連携など事業実施上の課題などについて調査を進めていく。

目的
• 町上位計画に基づくCO2排出量削
減と⾏政運営に係るBCP機能向上

を実現
• 複数の公共施設を束ね電気・熱に
係る自⽴・分散型エネルギーシステ

ムを導入
• 太陽光発電を整備し再生可能エネ
ルギーの最大活用を推進

鹿追町ホームページより



○需給一体型新エネ活用モデル （地域）
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◇地域マイクログリッドの活用事例③（宮城県Fグリッド）
 敷地内自営線と一部既存配電系統の活用による需給一体型モデル。
 エリア（敷地）として集約化すること、多様な需要家を多く取り込むことが重要と考えられる。

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第10回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （地域）
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◇地域マイクログリッドの活用事例④（上士幌町）
 地域エネルギー会社を新たに設立し、畜産農家の電力使用をコントロールする畜産版エネル
ギーマネジメントシステムを導入。

 家畜ふん尿バイオガスプラント整備により、酪農家や一般住宅、事業所へ電気供給、農業ハウ
スなどへ熱供給。



○需給一体型新エネ活用モデル （地域）
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◇本道における地域マイクログリッドの導入可能性①
 本道特有のエネルギーである家畜ふん尿バイオマスは、家畜からもたらされるふん尿をエネル
ギーとして地域循環することで地域の持続可能な開発に貢献することが見込まれる。

 他方で、FITから自立して経済性を確保するためには、熱供給など分散型エネルギーリソースと
組み合わせによるエネルギーシステム構築が重要であり、モデルとなる地域エネルギー事業の
構築が重要。

再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会 第10回
資料（資源エネルギー庁）



○需給一体型新エネ活用モデル （地域）

◇地域リソースとしての運輸部門への活用
 レジリエンス対策に加え、CO2排出量削減や需要創出、エネルギーの貯蔵及び移動の観点から、
EV・FCVを地域で活用していくことは有効となる。

 地域での需給一体の取組を進め中で、必要なエネルギーインフラ整備を図りつつ、クリーンエ
ネルギー車のシェア拡大を進めていくことが重要。

平成31年度エネルギー特別会計
予算（案）の概要より 41



◇本道における地域マイクログリッドの導入可能性②
 北海道で消費が多い暖房や給湯の省エネ化に向け、ヒートポンプやコジェネの導入拡大が図られる
ことで、地域における電気の調整力（DR）が増加し、エネルギー需給調整への寄与やVPPへの拡
張性も期待される。

 また、分散型エネルギーリソースが効果的に活用されるシステム構築に当たっては、全体の社会コ
スト低減や効果向上が図られるよう、コンパクトシティ化などのまちづくりや地域づくりとの連携
が重要。

○需給一体型新エネ活用モデル （地域）

42

ZEH、家庭の省エネ

用途・特性に応じたEVとFCVの使い分けなど

ZEB、民生業務の省エネ

まちづくりとしてのコンパクト化
（特に熱供給・熱融通で重要）

地中熱

バイオマス

太陽光・風力

太陽光、風力、家畜バイオマスなど
(安価な電力（または地域電源や
低CO2など付加価値あり）)

省エネの上で、北海道特有の
熱エネルギーへの対応の多様化

運輸部門



◇ＥＲＡＢ（エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス）
 需要家が保有する分散型エネルギーリソースや電力の消費量をＶＰＰを用いて束ね（アグリゲー
ション）、ＤＲ等を活用し、系統運用者の調整力をはじめ、需要家のエネルギーコスト削減、新

エネルギーの出力抑制回避などの様々な価値を提供するビジネスのこと。
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出典：資源エネルギー庁HP

○需給一体型新エネ活用モデル （地域）

第2回懇話会資料から再掲



○需給一体型新エネ活用モデルの検討 （地域）

◇今後の検討に向けた考え方（地域）①

○地域（地産地消）での適用
⇒ 既存送電網を活用した地域MGに関しては、制度や技術の面で課題も多いため、引き続き、
情報収集し課題を踏まえた活用を図るべきではないか。

⇒ FITから自立して経済性を確保するためには、熱供給など分散型エネルギーリソースと組み
合わせによるエネルギーシステム構築が重要であり、モデルとなる地域エネルギー事業の構
築が重要ではないか。

⇒ EV・FCV等の地域での活用や必要なエネルギーインフラ整備を図ることで、地域での需給
一体の取組を進めることができるのではないか。

⇒ 分散型エネルギーリソースが効果的に活用されるシステム構築に当たっては、まちづくりや
地域づくりとの連携が重要ではないか。

○北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒ 省エネ・低炭素化の実現や、エネルギーの地産地消、経済合理的なエネルギーシステムの構
築、地域活性化、レジリエンスの強化など、地域にもたらす効果は多岐にわたる一方で、検
討に向けては様々な視点から進めていく必要があるのではないか。
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◇今後の検討に向けた考え方（地域）②

 道においても、引き続き、需要側への省エネ促
進や供給側への新エネ拡大の取組は重要だが、

課題（※）を克服するには、こうした取組に加
え、需要側と供給側が連携したVPPやDRといっ
た「需給一体型」の一層の推進が必要ではない
か。項目

 国における電力ネットワーク改革の検討状況も

踏まえつつ、VPPやDRといった需給一体型に係
る新しい技術手法を活用した電力システムを構
築して、エネルギーの地産地消の取組をより強
化していくとともに、それをビジネス(ERAB)と
して育成・誘致できないか。

⇒ 上記を踏まえ、課題解決に向けた検討を進め
るに当たり、今年度、所要の調査を進めたい。
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○需給一体型新エネ活用モデルの検討 （地域）

第2回懇話会資料から再掲

課題①
電気料金が高止まりする中、エネルギー
コスト低減に向けて需要側で取り組める
手立てはないのか？

課題②
送電線の容量を大幅に拡大しなくても、
新エネルギーの導入拡大に向けて、取り
組める手立てはないのか？

課題③
需給ひっ迫時や災害で発電所が停止し
た場合でも、需要家側で安定供給を確
保することはできないか？

（※）エネルギーをめぐる道内の課題



◇今後の検討に向けた考え方

○「家庭」「大口需要家」「地域」共通事項
⇒ 非常時に効果的に活用するためには日常的に活用することが重要ではないか。
⇒ 地域内での経済循環拡大のため、市民参加や出資を促すための検討や、制度作りが必要では

ないか。
⇒ 北海道におけるメンテナンスや運用が可能な企業、人材の確保を図る必要があるのではな

いか。
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○需給一体型新エネ活用モデルの検討○需給一体型新エネ活用モデルの検討 （家庭・大口需要家・地域）



◇省エネの加速化
（建築物・住宅・運輸）

◇需給一体型の新エネ活用促進について
○需給一体型新エネ活用モデル
（家庭・大口需要家・地域（地産地消））

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理
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○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理

48

◇必要な視点
 需給一体の取組の検討に必要な視点には、
ソフト面として「目的」「事業化のポイント」、
ハード面として「エネルギー供給の仕組み」「事業規模」 など
が想定される。

省エネ・低炭素化
エネルギー
地産地消

経済合理的な
エネルギー需給
システムの構築

地域活性化
レジリエンス
の強化

目的

需給一体の取組の検討に必要な視点

エネルギー
供給の
仕組み

事業化の
ポイント

事業規模 家庭 大口需要家 地域

エネルギー源 エネルギーネットワーク エネルギーマネジメント

自治体との連携
持続的な

事業実施体制
の確立

経済性 需要家の確保 付加価値

ソ
フ
ト
面

ハ
ー
ド
面



○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理 （目的）
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◇取組目的と国・自治体・事業者の目指す方向
 需給一体の取組を進める主な目的には、
「省エネ・低炭素化」「エネルギー地産地消」「経済合理的なエネルギー需給システムの構築」
「地域活性化」「レジリエンスの強化」 など
が考えられるが、地域によって優先する目的は異なるほか、地域特性はもとより優先する目的に
よりハード面の検討（エネルギー供給の仕組み、事業規模）も異なってくる。

 さらには、これら目的ごとに、国・自治体・事業者の目指す方向も異なる。

国の
目指す方向

自治体の
目指す方向

事業者の
目指す方向

 エネルギー消費量、
CO2排出量の削減

 エネルギー需給構造の
変化への対応

 分散リソースの最大限
活用による効率的な
ネットワーク形成

 エネルギー関連産業、
新規雇用の創出

 企業誘致や観光資
源としての活用

 非常時のエネルギー
供給源の確保

 リスク分散による
安定供給

 資源・エネルギーや
資金の地域内循環

 地域の持続可能な
開発

 VPPやDRなど新技
術・新ビジネスの振
興

 地域住民、地元企
業の活動継続

 事業活動等で生じ
る未利用資源・エネ
ルギーの有効活用

 系統容量に制約を
受けない事業推進

 需給調整ビジネスな
ど事業機会の拡大

 事業活動の発展  事業活動の継続

 エネルギー消費量、
CO2排出量の削減
に貢献

 企業ブランディング

省エネ・低炭素化 エネルギー地産地消
経済合理的なエネルギー
需給システムの構築 地域活性化 レジリエンスの強化

 エネルギーの効率利用
 分散電源の地産地消

による系統負荷の軽減

目的



○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理 （事業化のポイント）
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◇事業化のポイント
 需給一体の取組の事業化のポイントとしては、
「自治体との連携」「持続可能な事業実施体制の確立」「経済性」「需要家の確保」「付加価値」
などについて検討が必要。

 特に、事業実施体制の確立については、事業の運転開始後数十年にわたり地域のエネルギー供給を
支えるインフラとなることから、自治体や地元企業の事業参画や、地元への技術・ノウハウ伝承が
図られる体制の確立が重要。

事業化の
ポイント

具体的な
検討例

自治体との連携

 政策的位置づけと
の連動

 自治体が目指す方
向性（取組目
的）との協調

 自治体との連携方
法

 地域調整
 公共施設の需要の

確保
 自治体の防災計画

との協調

持続的な
事業実施体制の確立

需要家の確保

 組織体制
 自治体、地元企業

の参画
 技術サポートの確保

 リスク・役割の分担
 関係事業者間での

リスク・役割分担に
よる持続的な推進
の担保

 人材育成
 地元企業への技

術・ノウハウ伝承

 需要家を集める方法
 長期安定的な需要

家の確保
 需要家の理解や協

力を得るための仕組
み

 メリットの訴求方法
 エネルギー供給以外

の付加価値の提案

付加価値

 想定されるエネルギー
供給以外の付加価
値の種類

 省エネ・低炭素化
 エネルギーコスト
 地域活性化
 レジリエンスの強化

経済性

 事業性
 イニシャル、ランニング

など必要なコスト
 事業収支の考え方

 資金調達
 資金調達方法の種

類と特徴



○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理 （エネルギー供給の仕組み）

51

◇エネルギー供給の仕組み
 需給一体の取組のエネルギー供給を行う仕組みとしては、
「エネルギー源」「エネルギーネットワーク」「エネルギーマネジメント」 など
について検討が必要。

 特に、エネルギー源については、それぞれの特徴、地域での賦存量等が異なるため、地域で
優先される取組目的も踏まえつつ、適切な選択が重要。

エネルギー
供給の仕組み エネルギー源

 エネルギー源の種類と特徴
 エネルギー源である発電と熱利用の種類

 各エネルギー源の特徴、課題

エネルギーネットワーク エネルギーマネジメント

 電力の送配電方法
 既存系統による供給
➣既存系統を介した自己託送

（停電時は供給不可）
➣既存系統を活用した地域マイクロ
グリッドでの面的利用
（制度や技術が未確⽴）

 自営線による共有
（採算面に課題）

 熱の供給方法
 熱導管による供給

（導管・腐食対策コスト）
 熱搬送動力による供給

（搬送過程の熱ロス）

 エネルギーの見える化
 エネルギーの使用状況を把握による

省エネ、CO2排出量削減

 設備の効率的運用や設計最適化
 供給設備の稼働率や効率向上
 設備運転状況を踏まえたダウンサイジ

ング

 エネルギー需給調整
 新エネの出力変動に対応する調整力

の確保
 VPP、DRなど新技術の活用
 令和３年度の需給調整市場開設を

見据えた取組の検討

具体的な
検討例

発
電
分
野

太陽光発電
風力発電
中小水力発電
バイオマス発電
地熱発電
廃棄物発電
波力発電
潮汐発電
太陽熱発電
排熱発電

熱
利
用
分
野

バイオマス熱利用
地熱利用
雪氷冷熱利用
水温度差熱利用
排熱利用
地中熱利用
太陽熱利用
廃棄物熱利用

中小水力発電の例
特
徴

安定出力
長期稼働

課
題

開発コスト
水利権等調整
リードタイムの長さ

バイオマス熱利用の例

特
徴

資源の有効活用

生物系廃棄物の削減

課
題

収集・運搬コスト

供給範囲



○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理

◇今後の検討に向けた考え方

○需給一体の取組の検討に必要な視点の整理
⇒ 取組に必要な視点は、以下が想定される。

・ソフト面：「目的」「事業化のポイント」
・ハード面：「エネルギー供給の仕組み」「事業規模」 など

⇒ 目的としては、
「省エネ・低炭素化」「エネルギー地産地消」
「経済合理的なエネルギー需給システムの構築」「地域活性化」「レジリエンスの強化」

などが想定され、地域によって優先する目的は異なるほか、地域特性はもとより優先する
目的によってハード面の検討も異なってくる。

○北海道にふさわしいエネルギーの可能性
⇒ 需給一体の取組は、これら必要な視点を踏まえ体系的に進められるよう、各地域への効果
的な取組の普及に向け、可能な範囲で検討の進め方などを事例化し、各地域に発信・展開
する必要があるのではないか。

⇒ ソフト面の検討の進め方は、比較的事例化が可能であるため、各地域に発信・展開しつつ、
ハード面の検討は、各地域の創意工夫をもってなされる必要があり、これを喚起・後押し
するためにはどのような方法があるか。
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